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国民健康保険事業の状況及び保健事業・医療費適正化の推進等について （健康医療部） 資料10

国保事業の状況

令和２年度国民健康保険料

➢令和２年度における検討予定スケジュール
（1）令和２年６月以降 広域化調整会議等にて検討開始

（2）令和２年秋頃 府内市町村への意見聴取 （国民健康保険法第82条の２第６項）

（3）令和２年１１月 大阪府国民健康保険運営協議会への諮問（国民健康保険法第11条第１項）

（4）令和２年１２月 次期大阪府国民健康保険運営方針策定（国民健康保険法第82条の２第１項）

（5）令和３年１月 令和３年度国民健康保険事業費納付金本算定
（6）令和３年４月１日～令和６年３月３１日 次期方針対象期間

令和６年度までの国保被保険者数と一人当たり保険料額の傾向分析

保険者努力支援制度の獲得状況

保健事業・医療費適正化の推進

大阪府による市町村支援

Ø 保険料の状況
府内平均一人あたり保険料（理論値）
・令和元年度： １３９，６６９円
・令和２年度： １４８，２４７円

（伸び率６.1４%）
《激変緩和措置後》１４２，８４４円

（伸び率２.５０％）

Ø 保険給付費の伸びとその要因

高齢者割合の増加による自然増
→総診療費に占める70歳以上の割合が約4割。
→この世代の診療費単価が約2倍

70歳未満

61.35%

70歳以上

38.65%

（総診療費に占める割合）

314,533 円

630,123 円

70歳未満 70歳以上

（1人あたり診療費の比較）

2倍以上

2,017,283 
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令和６年度までの国保被保険者数（推計）

未就学児 70歳未満 70歳以上一般 70歳以上現役 合計

70歳
以上
30%

70歳
以上
21%

一般被保険者数が大きく減少していくが、70歳以上の割合は増加していくことが見込まれる。被保険者数の減少に
伴い、保険給付費総額は減少するが、被保険者に占める高齢者の割合の増加により、一人当たりの保険給付費は今後
も増加していく傾向であると考えられる。

Ø 保険者努力支援制度の府及び市町村分の評価

・交付見込額は、対令和元年度比、約4.5億円増。うち市町村指標の都道府県単位評価が大きく約4.4億円の増

令和元年度 令和２年度

得点率（％） 得点率（％）

府内市町村平均 ４５．８（21.6～68.2） ４７．７（37.1～62.8）

主
な
評
価
指
標

特定健診 ６．７（0.0～50.0） ２．２（▲28.6～35.7）

特定保健指導 １４．４（0.0～100.0） ９．３（▲50.0～100.0）

がん検診 ３．１（0.0～33.3） ４．３（36.4～ 96.4）

重症化予防 ６６．９（0.0～100.0） ７７．１（0.0～100.0）

インセンティブ ６２．１（0.0～100.0） ７７．３（72.7～100）

後発医薬品
使用割合

７．６（0.0～85.0） ６．４（ 0.0～37.5）

令和元年度 令和２年度

一人あたり
交付額順位

得点率（％） 得点率（％）

合 計 ４６位 ５５．７ ４１．３

①市町村取組 ４５位 ４０．０ ４９．１

②医療費水準 ３４位 ０．０ ０．０

③都道府県取組 １５位 ９７．１ ６１．７

（注釈）
【保険者努力支援制度（市町村分）】
・体制構築加点を含まない（令和２年度廃止）
・得点率下段（ ）内は、府内市町村間の最低値と最高値
【保険者努力支援制度（都道府県分）】
・体制構築加点を含む（令和２年度廃止）

【保険者努力支援制度（市町村分）】 【保険者努力支援制度（都道府県分）】

健康アプリ「アスマイル」府内全域への展開

国保ヘルスアップ支援事業による支援

国の予防・健康づくり支援交付金の充実（R2年度～）

令和２年度（推計値）

2024（令和６）年度までの一人当たり保険料額の推計における増嵩リスクを３パターンに分けて行い、その結果、
令和元年度の一人当たり保険料額と比較して、最大約４９．６％、最小でも２８．７％増加する見込みとなった。

令和元年度 令和２年度（本算定） 令和3年度（推計） 令和４年度（推計） 令和５年度（推計） 令和６年度（推計）

大阪府一人当たり保険料額の傾向分析（推計）

A︓算定ガイドライン（※）に基づき推計
B︓前期⾼齢者に係る給付、後期⽀援⾦分及び介護納付⾦分の増加傾向を⾒込んだ推計
C︓B+医療費の増加傾向を⾒込んだ推計

A

B

C
20.8万円

19.9万円

17.9万円

単年度
伸び率 R1 R2

（本算定） R3 R4 R5 R6
H31⇒R

6
単年度
伸び率

Ｒ1⇒R6
伸び率
累計

Ａ - 6.1％ 4.1% 6.5% 4.9% 4.1% 5.2% 28.7%

B - 6.1％ 9.5% 8.6% 6.8% 5.9% 7.4% 43.1%

C - 6.1％ 10.8% 10.4% 7.2% 7.2% 8.4% 49.6%

13.9万円
14.8万円

負担の公平をめざし、保険料率の完全統一を実現
➢ 保健事業・医療費適正化のさらなる取り組み（国インセンティブの活用）
➢ 統一保険料率との乖離幅の計画的な縮小

新

府の取組みの視点

次期大阪府国民健康保険運営方針の策定

【市町村保健事業への介入支援事業】
➢ 学識経験者とともに、データ等を活用しながら、地域の
保健課題や背景を明らかにして、対応策を検討

【糖尿病性腎症重症化予防アドバイザー事業】
➢ 糖尿病性腎症重症化予防事業に取り組めていない市町村を中心に、アドバイザーを派遣し、
課題の明確化や、専門医・地区医師会（かかりつけ医）・市町村のネットワーク構築を支援

➢ 個人インセンティブ、日々の健康情報（歩数・BMI等）の見える化により、
府民の主体的な健康づくりを促進する

➢ 市町村との共同事業化により努力支援制度のポイント獲得に寄与

【人生100年時代を見据え、予防・健康づくり事業を抜本的に強化】（総額550億円）
➢ 事業費分（250億円）…交付上限額の拡充、重点事業の位置づけ［府・市町村とも］
➢ 事業費連動分（300億円）…重点事業の取組状況や事業評価を踏まえ配分


